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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第59期

第２四半期
連結累計期間

第60期
第２四半期
連結累計期間

第59期

会計期間
自 2021年４月１日
至 2021年９月30日

自 2022年４月１日
至 2022年９月30日

自 2021年４月１日
至 2022年３月31日

売上高 (千円) 1,828,606 2,245,757 4,237,950

経常損失(△) (千円) △293,501 △787,647 △609,468

親会社株主に帰属する四半期(当
期)純損失(△)

(千円) △300,987 △793,430 △892,901

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △305,462 △790,509 △898,768

純資産額 (千円) 691,958 267,413 119,722

総資産額 (千円) 3,110,231 8,712,239 2,587,238

１株当たり四半期(当期)純損失
金額(△)

(円) △2.05 △4.65 △6.07

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 21.9 2.9 3.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △124,583 △202,018 △272,571

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △106,545 △1,386,400 647,566

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △65,989 1,267,619 △276,702

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 73,366 148,645 468,966

回次
第59期

第２四半期
連結会計期間

第60期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 2021年７月１日
至 2021年９月30日

自 2022年７月１日
至 2022年９月30日

１株当たり四半期純損失金額
(△)

(円) △0.95 △2.53

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式は存在するものの、１株当たり四

半期(当期)純損失であるため、記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社において営まれている事業の内容に重要な変更はあ

りません。また、各セグメントに係る主要な関係会社の異動は概ね次のとおりであります。

（アパレル事業）

主要関係会社の異動はありません。

（不動産事業）

当社グループは、2022年４月１日付で株式会社キムラタンエステート（2022年９月６日付で和泉商事有限会社から

商号変更しております。）の株式の100％を取得し、連結子会社としました。

（その他事業）

主要関係会社に異動はありません。

なお、第１四半期連結会計期間において、報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４ 経理の状

況 １ 四半期連結財務諸表 注記事項（セグメント情報等） セグメント情報」の「３．報告セグメントの変更等

に関する事項」をご参照ください。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

継続企業の前提に関する重要事象等

当社グループでは、2014年３月期より継続してマイナスの営業キャッシュ・フローを計上しており、また、当第２

四半期連結累計期間において５億35百万円の営業損失及び７億93百万円の親会社株主に帰属する四半期純損失を計上

しております。加えて流動負債が流動資産を超過しております。

当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。

当社グループは、以下の対応策を着実に実行することで、当該状況を早期に解消し、業績及び財務体質の改善を目

指してまいります。

１．事業ポートフォリオの転換

当社は、2022年３月期の業績が減収、赤字拡大と一段と厳しい状況に陥っていることを踏まえ、当社アパレル事

業の大幅縮小と不動産事業の拡大を柱とする事業ポートフォリオの転換を決定し、現在、以下の方針に沿って構造

改革を推進しており、早期の経営再建と財務基盤の強化を果たしてまいります。

（１）アパレル事業の縮小

以下の骨子に沿って大幅な事業縮小を行い、多額の赤字解消に取り組んでまいります。

① 216店舗の実店舗のうち、208店舗の退店を実行する

② 退店・事業縮小に伴い、退店する店舗の販売員及び約40名の本社人員の整理を行う

③ 当社の強み・ノウハウがある領域に集中し、ベビー向け、女児向けにブランド・商品を絞り込む

④ 縮小後はＥＣを中心とした販売を行うとともに新たな商品提供・収益化の方法を探求する

⑤ 過剰生産を排し、値引き販売を抑制し、将来に向けブランド価値の回復を図る

⑥ 明確な差別化、独自の価値提供を追求することでコンパクトながら唯一無二の存在を目指す

①の退店については当初計画から若干ずれ込むこととなりますが、2023年１月には完了し、2023年３月期第４

四半期連結会計期間での黒字化、並びに2024年３月期の通期黒字化につなげてまいります。

なお、今後は、規模は大幅に縮小となるものの、創業来受け継いでまいりました独自性のある価値提供に注力

し、ブランド価値の向上とともに、再起を図ってまいる所存であります。

（２）不動産事業の拡大

当社は、新たな収益の柱の構築が不可欠であると判断し、2020年12月に、当社の主要株主である株式会社レゾ

ンディレクション及び当社代表者である清川浩志氏が有する不動産ノウハウを背景として、不動産事業を開始し

ております。

当期においては、事業ポートフォリオの転換の戦略方針に基づいて、2022年４月１日付で、全国に収益物件を

所有し不動産賃貸業を営む株式会社キムラタンエステート（旧和泉商事有限会社）のM&Aを実施しました。不動産

事業により安定的な収益基盤を確保し、当社アパレル事業の大幅縮小による赤字解消とともに、全社的かつ抜本

的に収益構造を変革し、赤字体質からの脱却と財務基盤の強化を果たしてまいります。

今後も取得物件のバリューアップ（リフォーム、リノベーション、コンバージョン等を行うことによる資産価

値向上）による高収益な物件運用を行う不動産賃貸事業を柱に、事業拡大を目指していく方針であります。
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２．財務体質の改善

（１）キャッシュ・フローの黒字化

アパレル事業においては、208店舗の退店計画に沿ったセールの実施やEC販路を活用した現有在庫の消化、キャ

ッシュ・フローの確保に努めるとともに、今後については、過剰生産の排除、仕入の適正化等、キャッシュ・フ

ロー経営に徹し、財務体質の改善を図ってまいります。

さらに、前記の事業ポートフォリオの転換により、不動産事業による安定収益を見込んでおり、アパレル事業

の体質改善と併せ、継続的にマイナスの営業キャッシュ・フローを計上する状況から脱し、黒字化を実現させて

まいります。

（２）運転資金確保

当社グループはこれまで、取引金融機関との緊密な関係維持に努めてまいりました。定期的に業績改善に向け

た取組み状況等に関する協議を継続しており、今後も、必要な運転資金について取引金融機関より継続的な支援

が得られるものと考えております。

さらに、当社が2021年10月８日開催の取締役会決議に基づき発行した第16回新株予約権について、当第２四半

期連結累計期間において69,000個が権利行使され、１億28百万円の資金を調達しております。

しかしながら、これらの対応策は実施途上であり、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められ

ます。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1)財政状態及び経営成績の状況

経営成績

当第２四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年９月30日まで）におけるわが国経済は、新型コロナウイ

ルス感染症対策と社会経済活動の両立が進行しましたが、一方で、不安定な国際情勢や原材料・エネルギー価格の

高騰と急激な円安を背景に、幅広い品目で消費者物価が上昇しており、国内経済の先行き不透明な状況が続いてお

ります。

このような状況の中、当社グループでは、当2023年３月期を抜本的な構造改革の年として、2022年２月14日公表

の「事業ポートフォリオの転換に関するお知らせ」に記載のとおり、当社アパレル事業の大幅縮小による多額の赤

字の解消と、不動産事業の拡大による安定的な収益基盤の確保を柱とする全社的な事業構造改革に取り組んでまい

りました。

アパレル事業の縮小につきましては、2022年12月までに全国に展開する208店舗の閉鎖を計画し、2022年５月より

順次店舗の閉鎖を実施するとともに、閉店セール及びEC販路を活用した在庫の徹底消化とキャッシュ・フローの最

大化に取り組んでまいりました。

本社人員体制のスリム化につきましては、事業縮小によるブランドの絞り込み、業務範囲の見直し等を推し進め、

当第２四半期末までに2022年２月時点の人員数に対し約42％のスリム化を図ってまいりました。

一方、不動産事業の拡大につきましては、2022年２月14日及び同年４月１日に公表いたしましたとおり、４月１

日付で全国に約70の収益物件を所有する株式会社キムラタンエステート（旧和泉商事有限会社）の株式取得が完了

し、子会社化いたしました。

当第２四半期の売上高は、前年同期比22.8％増の22億45百万円となりました。M&Aによる不動産事業の拡大が主要

因ですが、アパレル事業においても店舗販売が堅調な推移となりました。

売上総利益率は、アパレル事業において、円安の進行よるコスト増に加え、持越し在庫の完全消化を優先課題と

して、閉店セールでの値引率を大幅に深め徹底消化を図った結果、前年同期に対し13.9ポイント減の33.3％となり、

売上総利益額は前年同期比13.2％減の７億48百万円となりました。

　



― 6 ―

販売費及び一般管理費につきましては、ブランドの絞り込みや店舗の閉店など、事業の縮小による人件費の減少

と、物流内製化による外部物流費等の圧縮により、アパレル事業の経費は減少しましたが、不動産事業の拡大に伴

う経費が純増したこと、不動産事業のM&Aに伴う一時費用として株式取得関連費用１億49百万円を計上したことか

ら、前年同期比11.0％増の12億84百万円となりました。

以上の結果、当第２四半期の営業損失は、上記の一時費用の計上もあり５億35百万円（前年同期は営業損失２億

94百万円）となりました。経常損失は、急激な円安の進行により為替差損37百万円を計上したことや、2022年９月

22日付「シンジケートローン契約締結に関するお知らせ」において公表のシンジケートローン契約締結に伴うアレ

ンジメントフィー１億16百万円の計上等により７億87百万円（前年同期は経常損失２億93百万円）となり、親会社

株主に帰属する四半期純損失は７億93百万円（前年同期は四半期純損失３億円）となりました。

アパレル事業

当四半期における既存店ベースの売上高は、前年同期比23.0％増となりました。行動制限が緩和され新型コロナ

ウイルス感染症の影響が低減したことに加え、気温の上昇で春夏商品の販売が好調であったことにより堅調な推移

となりました。また、当第２四半期において、110店舗の店舗閉鎖を実施しましたが、閉店セールにおいては、値ご

ろ感を訴求した売場展開、販売動向に合わせた売価変更等を行った結果、前年同期の倍以上の販売推移となり、在

庫の消化を促進してまいりました。

店舗数については、当第２四半期連結累計期間でインショップ110店舗の閉鎖を実施し、当四半期末の店舗数は

105店舗となりました。

以上の結果、店舗業態の売上高は、前年同期比13.1％増の10億49百万円となりました。

ネット通販につきましては、前期に自社物流センター開設に伴う倉庫移転前の在庫一掃セールを実施しましたが、

当四半期においては、実店舗での閉店セールにおいて在庫の徹底消化を図ることとし、ネットでは価格訴求型の販

売促進の抑制、送料無料キャンペーン休止を行ったことやブランド絞り込みによる影響により、売上高は、前年同

期比30.8％減の１億89百万円となりました。

卸業態については、大手量販専門店との取り組みが進行し、秋物納品が堅調に推移し当四半期の売上高は前年同

期比4.5％増の５億61百万円となりました。

以上のとおり、当第２四半期におけるアパレル事業の売上高は、前年同期比3.1％増の18億円となりました。セグ

メント利益については、４億26百万円の損失（前期はセグメント損失２億82百万円）となり、持越し在庫の完全消

化に向けて値引率を深めた販売強化を図ったことにより赤字幅は拡大する結果となりましたが、店舗閉鎖による固

定費削減が進み、在庫消化も計画を上回るなど、事業黒字化に向けた構造改革が進捗する結果となりました。

不動産事業

前掲のとおり、第１四半期の期首においてM&Aによる株式会社キムラタンエステート（旧和泉商事有限会社）の子

会社化と不動産部門の設置、運営・管理体制の整備を行い、不動産事業を本格的に開始いたしました。

当四半期においては、既存物件の価値向上による収益力の最大化を目指して、物件ごとに異なる顧客ニーズへの

対応力強化による稼働率の向上と、徹底した効率化による管理コストの最小化を課題に掲げ、物件ごとの詳細な現

状分析や戦略立案に取り組んでまいりました。

以上の結果、当四半期の不動産事業の売上高は、４億１百万円となりセグメント利益は１億24百万円となりまし

た。

その他事業

保育園事業においては、当期は事業収益の改善を課題とし、例年、第１四半期は園児数が減少する傾向にあるこ

とから、特徴ある保育園運営を継続しながら園児の募集にも注力し、充足率の向上を目指してまいりました。

ウェアラブルＩｏＴ事業においては、引き続き導入園の拡大に向けて保育博への出展等の営業強化に注力すると

ともに、午睡中の見守りに特化した「おひるねバンド」型の新製品“cocolin lite”の開発に取り組んでまいりま

した。“cocolin lite”では、午睡中の姿勢の変化の誤検知が限りなくゼロであるウェアラブルならではの特長を

そのままに、リスクの高い午睡時の体動変化の検知に特化することで、着脱が容易であるメリットを付加すること

により、幅広く保育施設のニーズに対応しながら導入園の拡大を目指してまいります。
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以上の結果、当四半期におけるその他事業の売上高は、前年同期比10.5％減の44百万円となり、セグメント利益

は36百万円の損失となりました。

以上のとおり、当第２四半期においては、アパレル事業における在庫消化のための値引き販売増とM&Aに関連する

一時費用の計上により営業損失が前期に比べ拡大しましたが、アパレル事業においては計画に沿った店舗閉鎖と本

社スリム化を着実に実行し赤字解消に向けた転換を推し進めており、不動産事業では四半期を通じて一定の稼働率

を維持していることから、年度を通じた利益貢献が見込まれる状況にあります。

今後も事業構造の改革を推進し、業績改善、黒字化に向け、一層の努力を重ねてまいります。

財政状態

当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末と比べ、61億25百万円増加し87億12百万円となりま

した。期首に株式会社キムラタンエステート（旧和泉商事有限会社）の株式取得を行い子会社化したことに伴い、

同社が所有する収益不動産及びのれんが増加したことが主要因であり、有形固定資産の増加56億87百万円、無形固

定資産の増加12億70百万円が主な内訳であります。

一方で現金及び預金３億83百万円、受取手形及び売掛金１億12百万円が減少したことに加え、アパレル事業縮小

に伴う閉店セールにより在庫消化が進み、商品及び製品が３億87百万円減少しました。

負債は、前連結会計年度末と比べ、59億77百万円増加し84億44百万円となりました。総資産と同様に株式会社キ

ムラタンエステート（旧和泉商事有限会社）の子会社化により、借入金が58億85百万円増加したことが主要因であ

ります。

純資産は、前連結会計年度末と比べ、１億47百万円増加し２億67百万円となりました。主な増加要因は、2022年

６月３日開催の取締役会決議に基づく新株式の発行（ＤＥＳ）による資本金及び資本剰余金の増加８億９百万円と、

第16回新株予約権の権利行使（69,000個）による資本金及び資本剰余金増加１億30百万円であります。主な減少要

因は親会社株主に帰属する四半期純損失７億93百万円であります。

以上の結果、自己資本比率は、前連結会計年度末の3.8％から2.9％となりました。

(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間の現金及び現金同等物(以下、「資金」という。)は、１億48百万円と前年同期と比べ75

百万円（102.6％）の増加となりました。

資金調達においては、取引金融機関とは定期的に業績改善に向けた取組み状況等に関する協議を行うなど、引き続

き緊密な関係維持を継続しております。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結累計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、２億２百万円の支出（前年同四半期は１億

24百万円の支出）となり、前年同四半期と比べ支出は77百万円（62.2％）増加しました。アパレル事業の縮小に伴

う店舗の閉店セール実施により、棚卸資産が３億89百万円と大幅に減少し、店舗減少等による売上債権が１億16百

万円減少しましたが、税金等調整前当期純損失７億88百万円、M&Aにより取得した子会社を主とした法人税等の支払

１億17百万円等により支出が増加しました。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結累計期間の投資活動によるキャッシュ・フローは、13億86百万円の支出（前年同四半期は１億

６百万円の支出）となりました。子会社株式の取得による支出19億56百万円と、取得した子会社の有形固定資産の

売却による収入５億円がその主な要因であります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結累計期間の財務活動によるキャッシュ・フローは、12億67百万円の収入（前年同四半期は65百

万円の支出）となりました。第三者割当増資や新株予約権行使での株式発行による収入１億22百万円、新規借入に

よる78億96百万円の調達と64億79百万円の返済及び、社債の償還による支出１億50百万円、並びに借入手数料の支

払額１億20百万円が主な要因であります。
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(3) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

当第２四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成

績及びキャッシュ・フローの状況の分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な

変更はありません。

(4) 経営方針・経営戦略等

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

(5) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の対処すべき課題に

ついて重要な変更はありません。

(6) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間において、特記すべき事項はありません。

(7) 従業員数

① 連結会社の状況

当第２四半期連結累計期間において、当社グループはアパレル事業の縮小を実行しており、本社人員のスリム

化と店舗の閉店を順次行っております。これに伴い、アパレル事業の従業員数は12名減少しております。

なお、従業員数は就業人員数であります。

② 提出会社の状況

当第２四半期累計期間において、当社はアパレル事業の縮小を実行しており、本社人員のスリム化を行ってお

ります。これに伴い、アパレル事業の従業員数は、10名減少しております。

なお、従業員数は就業人員数であります。
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３ 【経営上の重要な契約等】

(シンジケートローン契約）

１．本契約締結の目的

当社は、2022年４月１日付で株式を取得し子会社化した株式会社キムラタンエステート（2022年９月６日付で和

泉商事有限会社から商号変更しております。）が有する子会社既存借入金の借換え及び当社既存借入金の借換えの

ための資金を調達し、将来の金融費用の圧縮を図ることを目的として本契約を締結いたしました。

２．シンジケートローン契約の概要

(１)形態 タームローン

(２)契約金額 55億46百万円

(３)契約締結日 2022年９月27日

(４)借入日 2022年９月30日

(５)最終返済期日 2042年９月30日

(６)返済方法 ３ヶ月毎元金均等弁済

(７)資金使途
子会社への転貸資金（子会社既存借入金の借換資金）、既存借入金の借換資

金

(８)金利 基準金利＋スプレッド

(９)アレンジャー 株式会社三井住友銀行

(10)参加金融機関 株式会社三井住友銀行、株式会社みなと銀行
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 300,000,000

計 300,000,000

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2022年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(2022年11月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 191,160,410 191,160,410
東京証券取引所
スタンダード市場

単元株式は100株でありま
す。

計 191,160,410 191,160,410 ― ―

(注) 提出日現在発行数には、2022年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行され

た株式数は、含まれておりません。

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

当第２四半期会計期間において、行使価額修正条項付新株予約権付社債券等に係る新株予約権が以下のとおり、

行使されました。

第16回新株予約権

第２四半期会計期間
(2022年７月１日から2022年９月30日まで)

当該四半期会計期間に権利行使された当該行使価額修正条項

付新株予約権付社債券等の数(個)
25,000

当該四半期会計期間の権利行使に係る交付株式数(株) 2,500,000

当該四半期会計期間の権利行使に係る平均行使価額等(円) 18.0

当該四半期会計期間の権利行使に係る資金調達額(百万円) 44

当該四半期会計期間の末日における権利行使された当該行使

価額修正条項付新株予約権付社債券等の数の累計(個)
74,000

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条項付

新株予約権付社債券等に係る累計の交付株式数(株)
7,400,000

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条項付

新株予約権付社債券等に係る累計の平均行使価額等(円)
18.6

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条項付

新株予約権付社債券等に係る累計の資金調達額(百万円)
137

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】
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年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2022年７月１日～
2022年９月30日

2,500 191,160 22,925 2,673,373 22,925 1,991,455

（注）１．新株予約権の行使による増加であります。

２．2021年10月８日付で提出した有価証券届出書に記載いたしました「第一部 証券情報 第１募集要項 ５新

規発行による手取金の使途 (２)手取金の使途」について、下記のとおり変更いたしました。

①変更の理由

当社が2021年10月25日に発行いたしました第16回新株予約権につきましては、これまでに発行総数

（355,000 個）の20.8％に相当する74,000 個が行使されており、今後も行使は進んでいくものと考えており

ますが、行使のペースが当初の想定よりやや後倒しになっているため、支出予定時期を見直しております。

また、当社が2022年２月14日に公表いたしました「事業ポートフォリオの転換に関するお知らせ」に記載

のとおり、当社は早期の経営再建を果たすため、アパレル事業の縮小と不動産事業の拡大による構造改革に

取り組んでおりますが、アパレル事業の縮小に伴い仕入資金及びデジタル強化資金の支出額を見直し、一部

を経費支出及び収益不動産取得資金に振替えることといたしました。

なお、行使済みの74,000個について、実際の行使価額が当初行使価額を下回っているため、支出予定額の

総額についても修正しております。

②変更の内容

　資金使途の変更内容は、以下のとおりとなります（変更箇所は下線で付しております）。

＜変更前＞

（本新株予約権の行使により調達する資金の使途）

具体的な使途 支出予定額 支出予定時期

① 本業の仕入資金 248百万円 2021年11月～2022年11月

② デジタル強化資金 51百万円 2022年４月～2023年９月

③ 収益不動産取得資金 481百万円 2023年10月～2025年３月

合計 780百万円

＜変更後＞

（本新株予約権の行使により調達する資金の使途）

具体的な使途 支出予定額 支出予定時期

① 仕入資金及び経費支出 184百万円 2021年11月～2023年９月

② デジタル強化資金 25百万円 2023年４月～2024年６月

③ 収益不動産取得資金 546百万円 2023年10月～2025年３月

合計 755百万円
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(5) 【大株主の状況】

2022年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を除
く。)の総数に
対する所有株式
数の割合(％)

清川 浩志 兵庫県芦屋市 56,294 29.5

株式会社レゾンディレクション 兵庫県尼崎市御園町５ 14,700 7.7

吉丸 昌宏 東京都武蔵野市 8,888 4.7

大都長江投資事業有限責任組合 東京都豊島区北大塚３丁目34番１号 7,044 3.7

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町２丁目11番３号 5,896 3.1

NORTHERN TRUST CO.（AVFC） SUB
A/C USL NON-TREATY
（常任代理人 香港上海銀行東
京支店）

50 BANK STREET CANARY WHARF LONDON E14
5NT.UK
（東京都中央区日本橋３丁目11－１）

4,543 2.4

株式会社ファミリーショップワ
タヤ

福島県双葉郡双葉町大字新山字北広町９ 4,010 2.1

澤田秀雄 東京都渋谷区 3,217 1.7

宝天大同 兵庫県神戸市北区山田町下谷上字箕谷３－１ 1,454 0.8

楽天証券株式会社 東京都港区南青山２丁目６番21号 864 0.5

計 ― 106,914 55.9
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2022年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 8,700
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

1,911,241 ―
191,124,100

単元未満株式
普通株式

― 一単元(100株)未満の株式
27,610

発行済株式総数 191,160,410 ― ―

総株主の議決権 ― 1,911,241 ―

(注)１ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が105,500株(議決権1,055個)

が含まれております。

　 ２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式84株が含まれております。

② 【自己株式等】

2022年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社キムラタン

神戸市中央区加納町二丁
目４番10号 水木ビルデ
ィング

8,700 ― 8,700 0.01

計 ― 8,700 ― 8,700 0.01

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(2022年７月１日から2022年

９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(2022年４月１日から2022年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、監査法人Ks Lab.による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 605,099 221,690

受取手形及び売掛金 517,111 404,380

電子記録債権 6,221 2,642

商品及び製品 1,217,088 829,317

原材料及び貯蔵品 32,324 31,046

その他 86,127 133,840

貸倒引当金 △1,858 △3,929

流動資産合計 2,462,113 1,618,988

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,263 3,651,681

土地 - 2,040,095

その他（純額） 11,481 8,790

有形固定資産合計 12,745 5,700,567

無形固定資産

のれん - 1,271,888

その他 9,890 8,601

無形固定資産合計 9,890 1,280,489

投資その他の資産

破産更生債権等 9,191 8,714

その他 107,145 116,898

貸倒引当金 △13,847 △13,420

投資その他の資産合計 102,489 112,192

固定資産合計 125,125 7,093,250

資産合計 2,587,238 8,712,239

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 364,654 388,584

短期借入金 630,000 335,000

1年内返済予定の長期借入金 350,180 383,257

未払法人税等 13,356 90,241

契約負債 4,900 4,400

賞与引当金 12,728 11,338

事業構造改革引当金 199,119 185,098

その他 374,053 323,097

流動負債合計 1,948,993 1,721,016

固定負債

長期借入金 514,817 6,662,073

資産除去債務 425 -

その他 3,279 61,735

固定負債合計 518,523 6,723,809

負債合計 2,467,516 8,444,826
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,203,100 2,673,373

資本剰余金 1,521,182 1,991,455

利益剰余金 △3,634,280 △4,427,711

自己株式 △4,238 △4,238

株主資本合計 85,763 232,878

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △224 480

繰延ヘッジ損益 1,166 1,631

為替換算調整勘定 11,847 13,599

その他の包括利益累計額合計 12,789 15,711

新株予約権 21,169 18,823

純資産合計 119,722 267,413

負債純資産合計 2,587,238 8,712,239
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年９月30日)

売上高 1,828,606 2,245,757

売上原価 965,716 1,497,106

売上総利益 862,889 748,651

販売費及び一般管理費 ※1 1,157,002 ※1 1,284,428

営業損失（△） △294,112 △535,777

営業外収益

受取利息 27 13

受取配当金 320 354

為替差益 1,090 -

助成金収入 ※2 11,080 ※2 1,854

受取保険金 - 16,752

その他 3,710 9,559

営業外収益合計 16,229 28,534

営業外費用

支払利息 11,641 71,301

借入手数料 - 146,138

為替差損 - 37,881

その他 3,976 25,082

営業外費用合計 15,617 280,404

経常損失（△） △293,501 △787,647

特別利益

新株予約権戻入益 5,030 -

特別利益合計 5,030 -

特別損失

店舗閉鎖損失 1,305 56

物流移転費用 ※3 9,479 -

投資有価証券売却損 - 437

特別損失合計 10,785 493

税金等調整前四半期純損失（△） △299,256 △788,141

法人税等 1,730 5,289

四半期純損失（△） △300,987 △793,430

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △300,987 △793,430
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年９月30日)

四半期純損失（△） △300,987 △793,430

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △660 704

繰延ヘッジ損益 △5,015 465

為替換算調整勘定 1,200 1,752

その他の包括利益合計 △4,475 2,921

四半期包括利益 △305,462 △790,509

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △305,462 △790,509
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純損失（△） △299,256 △788,141

減価償却費 18,057 96,808

のれん償却額 - 47,106

事業構造改革引当金の増減額（△は減少） - △14,021

貸倒引当金の増減額（△は減少） 2,050 1,644

賞与引当金の増減額（△は減少） 2,214 △1,389

受取利息及び受取配当金 △347 △367

支払利息 11,641 71,301

借入手数料 - 146,138

為替差損益（△は益） △0 △1

投資有価証券売却損益（△は益） - 437

新株予約権戻入益 △5,030 -

受取保険金 - △16,752

売上債権の増減額（△は増加） 143,946 116,310

棚卸資産の増減額（△は増加） △697 389,047

仕入債務の増減額（△は減少） 24,411 23,929

破産更生債権等の増減額（△は増加） △22 477

契約負債の増減額（△は減少） △1,100 △500

預り保証金の増減額（△は減少） △50 -

その他 △5,745 △75,645

小計 △109,928 △3,616

利息及び配当金の受取額 347 367

利息の支払額 △9,971 △59,071

保険金の受取額 - 16,752

繰上返済手数料の支払額 - △38,732

法人税等の支払額 △5,031 △117,718

営業活動によるキャッシュ・フロー △124,583 △202,018

投資活動によるキャッシュ・フロー

長期性預金の払戻による収入 - 63,087

有形固定資産の取得による支出 △72,677 -

有形固定資産の売却による収入 - 500,000

無形固定資産の取得による支出 △13,035 -

投資有価証券の取得による支出 △1,800 △1,400

投資有価証券の売却による収入 - 8,737

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

- △1,956,961

その他の支出 △20,330 △150

その他の収入 1,298 286

投資活動によるキャッシュ・フロー △106,545 △1,386,400
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(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 - 1,680,000

短期借入金の返済による支出 △33,336 △900,000

長期借入れによる収入 58,000 6,216,000

長期借入金の返済による支出 △89,269 △5,579,074

社債の償還による支出 - △150,400

借入手数料の支払額 - △120,155

株式の発行による収入 - 122,631

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △1,382 △1,382

自己株式の取得による支出 △0 -

財務活動によるキャッシュ・フロー △65,989 1,267,619

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,085 477

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △296,032 △320,321

現金及び現金同等物の期首残高 369,398 468,966

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 73,366 ※ 148,645
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

当社グループでは、2014年３月期より継続してマイナスの営業キャッシュ・フローを計上しており、また、当第

２四半期連結累計期間において５億35百万円の営業損失及び７億93百万円の親会社株主に帰属する四半期純損失を

計上しております。加えて流動負債が流動資産を超過しております。

当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。

当社グループは、以下の対応策を着実に実行することで、当該状況を早期に解消し、業績及び財務体質の改善を

目指してまいります。

１．事業ポートフォリオの転換

当社は、2022年３月期の業績が減収、赤字拡大と一段と厳しい状況に陥っていることを踏まえ、当社アパレル

事業の大幅縮小と不動産事業の拡大を柱とする事業ポートフォリオの転換を決定し、現在、以下の方針に沿って

構造改革を推進しており、早期の経営再建と財務基盤の強化を果たしてまいります。

（１）アパレル事業の縮小

以下の骨子に沿って大幅な事業縮小を行い、多額の赤字解消に取り組んでまいります。

① 216店舗の実店舗のうち、208店舗の退店を実行する

② 退店・事業縮小に伴い、退店する店舗の販売員及び約40名の本社人員の整理を行う

③ 当社の強み・ノウハウがある領域に集中し、ベビー向け、女児向けにブランド・商品を絞り込む

④ 縮小後はＥＣを中心とした販売を行うとともに新たな商品提供・収益化の方法を探求する

⑤ 過剰生産を排し、値引き販売を抑制し、将来に向けブランド価値の回復を図る

⑥ 明確な差別化、独自の価値提供を追求することでコンパクトながら唯一無二の存在を目指す

①の退店については当初計画から若干ずれ込むこととなりますが、2023年１月には完了し、2023年３月期第

４四半期連結会計期間での黒字化、並びに2024年３月期の通期黒字化につなげてまいります。

なお、今後は、規模は大幅に縮小となるものの、創業来受け継いでまいりました独自性のある価値提供に注

力し、ブランド価値の向上とともに、再起を図ってまいる所存であります。

（２）不動産事業の拡大

当社は、新たな収益の柱の構築が不可欠であると判断し、2020年12月に、当社の主要株主である株式会社レ

ゾンディレクション及び当社代表者である清川浩志氏が有する不動産ノウハウを背景として、不動産事業を開

始しております。

当期においては、事業ポートフォリオの転換の戦略方針に基づいて、2022年４月１日付で、全国に収益物件

を確保し不動産賃貸業を営む株式会社キムラタンエステート（旧和泉商事有限会社）のM&Aを実施しました。

不動産事業により安定的な収益基盤を確保し、当社アパレル事業の大幅縮小による赤字解消とともに、全社的

かつ抜本的に収益構造を変革し、赤字体質からの脱却と財務基盤の強化を果たしてまいります。

今後も取得物件のバリューアップ（リフォーム、リノベーション、コンバージョン等を行うことによる資産

価値向上）による高収益な物件運用を行う不動産賃貸事業を柱に、事業拡大を目指していく方針であります。

２．財務体質の改善

（１）キャッシュ・フローの黒字化

アパレル事業においては、208店舗の退店計画に沿ったセールの実施やEC販路を活用した現有在庫の消化、

キャッシュ・フローの確保に努めるとともに、今後については、過剰生産の排除、仕入の適正化等、キャッシ

ュ・フロー経営に徹し、財務体質の改善を図ってまいります。

さらに、前記の事業ポートフォリオの転換により、不動産事業による安定収益を見込んでおり、アパレル事

業の体質改善と併せ、継続的にマイナスの営業キャッシュ・フローを計上する状況から脱し、黒字化を実現さ

せてまいります。
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（２）運転資金確保

当社グループはこれまで、取引金融機関との緊密な関係維持に努めてまいりました。定期的に業績改善に向

けた取組み状況等に関する協議を継続しており、今後も、必要な運転資金について取引金融機関より継続的な

支援が得られるものと考えております。

さらに、当社が2021年10月８日開催の取締役会決議に基づき発行した第16回新株予約権について、当第２四

半期連結累計期間において69,000個が権利行使され、１億28百万円の資金を調達しております。

しかしながら、これらの対応策は実施途上であり、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認めら

れます。

なお、四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影

響を四半期連結財務諸表に反映していません。
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(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

第１四半期連結会計期間において、株式会社キムラタンエステート（旧和泉商事有限会社）の全株式を2022年４

月１日に取得し、連結の範囲に含めております。

なお、当該連結の範囲の変更は、当第２四半期連結会計期間の属する連結会計年度の連結財務諸表に重要な影響

を与える見込みであります。当該影響の概要は、下記のとおりであります。

取得による企業結合

（１）企業結合の概要

　① 被取得企業の名称及びその事業の内容

　 被取得企業の名称 株式会社キムラタンエステート（2022年９月６日付で和泉商事有限会社から商号変更して

おります。）

　 事業の内容 不動産賃貸業

　② 企業結合を行った主な理由

当社の抜本的な経営再建のために、アパレル事業を大幅に規模縮小し、多額の赤字を解消するとともに、不動産

事業を第２の柱事業として拡大を図ることとし、全国に約70の収益物件を所有し、安定収益を計上する株式会社キ

ムラタンエステート（旧和泉商事有限会社）の全株式を取得することを決定いたしました。

　③ 企業結合日

　 2022年４月１日

　④ 企業結合の法的形式

　 株式取得

　⑤ 結合後企業の名称

　 変更はありません。

　⑥ 取得した議決権比率

　 100％

　⑦ 取得企業を決定するに至った主な根拠

　 当社が現金を対価として、株式を取得したためであります。

（２）四半期連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間

　 2022年４月１日から2022年９月30日まで

（３）被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

当事者間の守秘義務契約により非開示といたしますが、取得価額は第三者機関による適切なデューデリジェンス

を実施し、双方協議のうえ、妥当な金額を算出して決定しております。

（４）主要な取得関連費用の内容及び金額

　 アドバイザリー費用等 149,512千円

（５）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

　① 発生したのれんの金額

　 1,318,995千円

なお、発生したのれんの金額は、当第２四半期連結会計期間末において取得原価の配分が完了していないため、

暫定的に算定された金額であります。

　② 発生原因

　 株式取得契約に基づく投資額が、受け入れた資産及び引き受けた負債の純額を上回ったことによるものです。

　③ 償却方法及び償却期間

　 14年間にわたる均等償却
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（６）企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産 628,906千円

固定資産 6,302,688 〃

資産合計 6,931,594 〃

流動負債 252,248 〃

固定負債 5,487,426 〃

負債合計 5,739,675 〃

(会計方針の変更等)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日 至 2022年９月30日)

（会計方針の変更）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以下「時価算定会計

基準適用指針」という。）を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27－２項に定

める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することと

しております。四半期連結財務諸表に与える影響はありません。

　

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

　 (税金費用の計算)

税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該実効税率を乗じて計算しております。

(追加情報)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日 至 2022年９月30日)

当社及び国内連結子会社は、第１四半期連結会計期間から、グループ通算制度を適用しております。これに伴い、

法人税及び地方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示については、「グループ通算制度を適用する場合の会計

処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号 2021年８月12日。以下「実務対応報告第42号」という。）に

従っております。また、実務対応報告第42号第32項(1)に基づき、実務対応報告第42号の適用に伴う会計方針の変更に

よる影響はないものとみなしております。
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(四半期連結損益計算書関係)

前第２四半期連結累計期間（自 2021年４月１日　至 2021年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自

2022年４月１日　至 2022年９月30日）

当社グループは事業の性質上、売上高に季節的変動があり、上半期（４月～９月）に比べ下半期（10月～３月）

の売上高の割合が高くなります。

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

前第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年９月30日)

荷造及び発送費 93,217千円 53,069千円

販売促進費 22,784 17,209

給料及び手当 380,676 340,631

賞与 13,319 9,913

退職給付費用 4,561 3,497

賃借料 290,497 314,520

支払手数料 171,579 328,969

租税公課 14,867 20,729

減価償却費 9,322 4,038

貸倒引当金繰入額 2,050 △832

※２ 助成金収入

前第２四半期連結累計期間（自 2021年４月１日　至 2021年９月30日）

新型コロナウイルス感染症の影響に伴い、同感染症対策事業補助金及び特例措置の適用を受けた雇用調整助成金を

助成金収入として営業外収益に計上しております。

当第２四半期連結累計期間（自 2022年４月１日　至 2022年９月30日）

新型コロナウイルス感染症の影響に伴い、同感染症対策事業補助金及び特例措置の適用を受けた雇用調整助成金を

助成金収入として営業外収益に計上しております。

※３ 物流移転費用

前第２四半期連結累計期間（自 2021年４月１日　至 2021年９月30日）

売上に応じて拡大する物流委託料を、内製による固定費化で物流費用の削減を図るとともに、物理的な在庫の一元

化により店舗・EC間の在庫の連携強化を図り、消化率の一層の向上を目的として、2021年６月から兵庫県尼崎市に内

製による物流センターの本格稼動が始まりました。当該物流拠点の開設に伴い、外部倉庫に預託していた商品や資材

等の移転に伴い発生した費用を、物流移転費用として特別損失に計上しております。

当第２四半期連結累計期間（自 2022年４月１日　至 2022年９月30日）

該当事項はありません。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。

前第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年９月30日)

現金及び預金 209,597千円 221,690千円

定期預金 △136,040 △72,855

別段預金 △190 △190

現金及び現金同等物 73,366 148,645

(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年９月30日)

１．配当金支払額

配当金の支払いはありません。

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

当第２四半期連結累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年９月30日)

１．配当金支払額

配当金の支払いはありません。

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

３．株主資本の著しい変動

当第２四半期連結累計期間において、第三者割当増資（金銭以外の財産の現物出資による方法（デット・エクイ

ティ・スワップ））により、資本金が404,800千円、資本準備金が404,800千円増加し、また、第16回新株予約権の

権利行使により、資本金が65,473千円、資本準備金が65,473千円増加し、当第２四半期連結会計期間末において資

本金が2,673,373千円、資本剰余金が1,991,455千円となっております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

(単位：千円)

報告セグメント

調整額
四半期連結損益
計算書計上額

(注)１アパレル
事業

不動産
事業

その他
事業

計

売上高

顧客との契約から生じる収益 1,746,349 ― 49,428 1,795,777 ― 1,795,777

　その他の収益(注)２ ― 32,828 ― 32,828 ― 32,828

　外部顧客への売上高 1,746,349 32,828 49,428 1,828,606 ― 1,828,606

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 1,746,349 32,828 49,428 1,828,606 ― 1,828,606

セグメント利益又はセグメント
損失(△)

△282,229 17,739 △29,623 △294,112 ― △294,112

(注)１．セグメント利益又はセグメント損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業損失と一致しております。

　 ２．その他の収益の主なものは、不動産賃貸収入であります。

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

(単位：千円)

報告セグメント
調整額
(注)２

四半期連結損益
計算書計上額

(注)３アパレル
事業

不動産
事業

その他
事業

計

売上高

顧客との契約から生じる収益 1,800,338 ― 44,252 1,844,591 ― 1,844,591

　その他の収益(注)４ ― 401,166 ― 401,166 ― 401,166

　外部顧客への売上高 1,800,338 401,166 44,252 2,245,757 ― 2,245,757

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 1,800,338 401,166 44,252 2,245,757 ― 2,245,757

セグメント利益又はセグメント
損失(△)

△426,881 124,142 △36,420 △339,158 △196,618 △535,777

(注)１．報告セグメントの利益は、営業損失(のれんの償却前)ベースの数値であります。

　 ２．セグメント利益又はセグメント損失(△)の調整額△196,618千円には、のれんの償却額△47,106千円、子会社

株式取得関連費用△149,512千円が含まれております。

　 ３．セグメント利益又はセグメント損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

　 ４．その他の収益の主なものは、不動産賃貸収入であります。
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２．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント

調整額
四半期連結

財務諸表計上額アパレル
事業

不動産
事業

その他
事業

計

　当期償却額 ― 47,106 ― 47,106 ― 47,106

　当期末残高 ― 1,271,888 ― 1,271,888 ― 1,271,888

(注)１．2022年４月１日付で株式会社キムラタンエステート（旧和泉商事有限会社)の株式を取得したことに伴い

1,318,995千円発生しております。

　 ２．発生したのれんの金額は、当第２四半期連結会計期間末において取得原価の配分が完了していないため、暫

定的に算定された金額であります。

３．報告セグメントの変更等に関する事項

第１四半期連結会計期間より、従来「その他事業」に含まれていた「不動産事業」について量的な重要性が増した

ため報告セグメントとして記載する方法に変更しております。

さらに上記に伴い、2022年４月１日よりマネジメントアプローチの観点から現状の管理会計上の区分に合わせるべ

く、本社費用の各セグメントへの配賦方法の変更を行いました。

具体的には、本社費用から、のれん償却費及び子会社株式取得関連費用を除いた残りの費用につきまして、合理的

な基準で各セグメントに配賦するものとしております。

なお、前第２四半期連結累計期間のセグメント情報については変更後の区分及び利益又は損失の算定方法により作

成したものを記載しております。

４．報告セグメントごとの資産に関する事項

第１四半期連結会計期間において、株式会社キムラタンエステート（旧和泉商事有限会社）の株式を取得し、連結

の範囲に含めたことにより、前連結会計年度の末日に比べ、「不動産事業」のセグメント資産が5,435,573千円増加し

ております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、次のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年９月30日)

１株当たり四半期純損失金額(△) △2円05銭 △4円65銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する
四半期純損失金額(△) (千円)

△300,987 △793,430

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純損失金額(△) (千円)

△300,987 △793,430

普通株式の期中平均株式数(千株) 146,951 170,547

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純損失

であるため、記載しておりません。

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

　



独立監査人の四半期レビュー報告書
　

2022年11月10日

株式会社キムラタン

取締役会 御中

監査法人Ks Lab.

大阪府大阪市

指定社員
業務執行社員

公認会計士 松 岡 繁 郎

指定社員
業務執行社員

公認会計士 平 松 了

　

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社キムラ

タンの2022年４月１日から2023年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2022年７月１日から2022年

９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロ

ー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社キムラタン及び連結子会社の2022年９月30日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

継続企業の前提に関する重要な不確実性

継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は、2014年３月期より継続してマイナスの営業キャッシ

ュ・フローを計上しており、また、当第２四半期連結累計期間において535百万円の営業損失及び793百万円の親会社株

主に帰属する四半期純損失を計上している。また、2022年９月30日現在において四半期連結貸借対照表上、流動負債が

流動資産を超過している状況にあることから、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在し

ており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該事象又は状況に対する対応策及

び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されている。四半期連結財務諸表は継続企業を前提とし

て作成されており、このような重要な不確実性の影響は四半期連結財務諸表に反映されていない。

当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

　



四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュ

ー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施

される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

　



【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 近畿財務局長

【提出日】 2022年11月11日

【会社名】 株式会社キムラタン

【英訳名】 KIMURATAN CORPORATION

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 清 川 浩 志

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 神戸市中央区加納町２丁目４番11号

水木ビルディング

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町２番１号)

　



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表取締役社長清川浩志は、当社の第60期第２四半期（自 2022年７月１日 至 2022年９月30日）の四半期

報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

　

２ 【特記事項】

確認に当たり、特記すべき事項はありません。

　




